




































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































Die Grundschuld als Sicherungsmittel, 1963;Buchholz, Abstaraktionsprinzip
 




















































































































































































































































































































































































































































































お わ り に
一 結 論
最後に、本稿で得られた結論をまとめ、今後の課題を提示して結びとし
たい。ドイツにおける土地債務制度は、中世の都市において、当初は定期
金売買という形態で見出された。その後、とりわけ北ドイツの各都市にお
いて、被担保債権との附従性を有しない非占有担保権に対して、償却およ
び解約の可能性が認められるなど、いくつかの実体法上の効果が認められ
るようになり、それが法制度として整備されながら、プロイセンなどの有
力な地方に受け継がれていった。そして、プロイセンにおける所有権取得
法において、不動産非占有担保権として抵当権とともに土地債務に関する
規定も置かれることになり、その制度が BGBに受け継がれることになっ
た。もともとは担保権の流通性を高めるために、プロイセンに特殊な経済
事情を背景として発展してきた土地債務制度ではあったが、現代のドイツ
では、被担保債権との附従性を有しないというその特色が流通性の促進の
ためではなく、担保権の設定を柔軟に行うことができるという点で債権者
および債務者双方にとって便宜であるために、抵当権以上に利用されてい
る。
(71) もちろん、土地債務制度類似の法制度をわが国に導入する場合には、多くの問
題点を克服する必要があると言えるだろう。この点につき、山田晟「立法論として
所有者土地債務をみとめるべきか」法協97･９･１（1980）などを参照。
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以上のように、土地債務は抵当権と同様に不動産非占有担保権ではある
が、被担保債権との附従性を有しないという特徴を有するがゆえに、各国
において普遍的に創設され得る制度ではない。そして、非占有担保権の発
展から強い影響を受けつつ構築されてきた登記制度も、抵当権の存在さえ
認められれば、比較的整備された様相を呈することになる。しかしなが
ら、土地債務は、いわゆる投資抵当権として最もその特徴を備えている制
度であり、ドイツにおける登記の実体法上の効果が確立されるにあたって
抵当権以上に大きな力になったと考えられる。
わが国における登記制度とドイツにおけるそれとを発展段階の相違とし
て位置付けることは厳に戒められなければならないが、ドイツにおける登
記制度と非占有担保制度の密接な連携関係や登記制度の実体法上の効果、
さらには不動産担保権の現在の利用状況などは、わが国における登記制度
の今後の発展傾向を探るためにも、重要な示唆を与えているものと思われ
る。
二 今後の課題
登記制度の研究に関する今後の課題としては、その発展過程に大きな影
響を与えた不動産担保権に関する検討をひとまず終えたことに鑑みて、続
いて、登記と不動産物権変動に関する諸問題について検討を行うことが不
可欠であろうと思われる。歴史的にも、非占有担保権を公示するために登
記制度は創設されたが、その後の発展過程において、所有権の変動に関す
る公示を行うために整備が進められたという経緯があり、それを前提とし
て、ドイツにおいてもわが国においても、登記と不動産物権変動をめぐる
議論は盛んに行われている。しかしながら、その議論はいまだに収束を見
ない状況にあり、理論的にも錯綜していると言わざるを得ない。この混迷
している状況は、登記制度の今後の発展を図る上でも大きな障害となって
しまうであろう。それゆえ、不動産公示制度に関する研究を今後行ってい
く過程において、不動産物権変動に関する議論を避けることはできないと
早法81巻２号（2006）178
思われる。
【付記】 本稿は、2004年度早稲田大学特定課題研究助成費（2004B―811）
による研究成果の一部である。
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